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①行政・元請企業による加入指導、法定福利費確保に向けた取組等の総合的な対策を推進すべき
②平成２９年度を目途に、事業者単位では許可業者の１００％、労働者単位では少なくとも製造業相当の加入を目指すべき

１．これまでの中央建設業審議会・社会資本整備審議会基本問題小委員会における提言

国土交通省においては、平成２９年度を目途に目標を達成するため、これまでに以下のような総合的対策を推進

①行政・元請企業・下請企業等の関係者が一体となった推進体制（社会保険未加入対策推進協議会）の整備

②建設業法施行規則等関係法令の改正（平成２４年５月公布）
・建設業の許可申請書類、施工体制台帳の記載事項等への記載事項追加、経営事項審査における社会保険未加入業者への減点措置の厳格化

③社会保険加入状況の把握、確認・指導等
・公共工事労務費調査を活用した加入状況の把握・公表
・建設業担当部局における建設業許可・更新、経営事項審査、立入検査時の加入状況の確認・指導、保険担当部局への通報

④建設企業における取組の推進
・「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」の策定（これを踏まえ、元請企業が下請企業の保険加入状況を把握、加入指導）
・社会保険加入促進のためのポスター・リーフレットの作成・配布等による周知・啓発

⑤法定福利費の確保
・公共工事設計労務単価の改訂等により必要な法定福利費（事業主負担分・本人負担分）の額を公共工事の予定価格に反映
・各専門工事業団体による法定福利費が内訳明示された標準見積書の作成、活用（平成２５年９月から一斉に活用開始）

２．総合的対策の推進

３．今後取り組むべき対策の方向

①社会保険等への加入状況：企業別８７％、労働者別５８％（平成24年度公共工事労務費調査、３保険への加入率）

②東日本大震災からの復旧・復興等による建設投資の回復

③国民負担による必要な法定福利費額の公共工事の予定価格への反映

これまで講じてきた総合的対策の推進に加え、

○公共工事の施工に関し、社会保険未加入業者に対する厳正かつ適切な指導監督を強化するとともに

○公共工事において元請業者・一次下請業者から社会保険未加入業者を排除

現 状

今後の対策の方向性
今こそ更に取組を加速化する必要性

基本問題小委員会における提言（社会保険未加入対策関係）



社会保険未加入対策の強化 （案）

○ 平成２６年夏以降、国土交通省直轄工事において、社会保険未加入建設業者に対する指導監督を強化すると
ともに、元請業者及び一定規模以上の工事の一次下請業者から社会保険未加入業者を排除することを検討。

①入札参加時に元請業者の保険加入状況を確認。

（未加入の元請業者は工事から排除）

②未加入の一次下請業者との契約を原則禁止。

③施工体制台帳等で全ての下請業者の

保険加入状況を確認。

④未加入の一次下請業者と契約したことが

判明した場合の措置を実施。

（元請業者の請負代金減額等）

⑤全ての未加入業者を発注部局から

建設業担当部局に通報。

⑥建設業担当部局において

未加入業者への加入指導等を実施。

（※②～⑥については、一定規模以上の工事に限る。）

元請業者
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二次下請業者
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建設業
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① 入札参加時の加入確認

②未加入業者と契約を
原則禁止

③ 施工体制台帳等
による加入確認

⑤ ③における未加
入業者を通報

発注部局

⑥ 未加入業者への加入指導等

④ ②の違反に対する
代金減額等

○ 平成27年度以降は、競争参加資格申請時に社会保険未加入業者を排除することを検討。



3

社会保険未加入対策の強化 （案）

問１ 「一定規模以上の工事」とは、どの程度の工事か。
→現行建設業法上、施工体制台帳作成義務の対象となる工事
（工事を施工するために締結した下請契約の請負代金の額（当該下請契約が２以上あるときは、それらの請負代金の額の総額）が、3000万
円（工事が建築一式工事の場合は4500万円）以上になる工事）

問２ どのような場合でも、元請と未加入の一次下請業者との契約が禁止されるのか。
→当該未加入業者と一次下請契約を締結しなければ工事の施工が困難となる等の特別の事情が存在する場合は、下請の
工期内で発注者が指定する期間内に当該未加入業者が社会保険に加入することを条件として、例外的に認められる。

問３ 元請業者にはどのようなペナルティーが課せられるのか。
→・請負代金額の減額（元請と未加入の一次下請業者との契約額の10％）
・指名停止
・工事成績評点の減点

（※ただし、問２の「特別の事情」が存在する場合には、当該未加入業者が一定期間内に社会保険に加入しない場合に
限る。）

問４ 二次下請以下の未加入業者はどのように取り扱われるのか。
→建設業担当部局に未加入の事実が通報され、個別に保険加入指導が行われることとなる。

問５ 社会保険の適用除外となる建設業者まで排除されてしまうのか。
→個人事業主・一人親方等の社会保険の適用除外となる業者は、そもそも社会保険の加入義務がないことから、排除されま
せん（※詳細な要件はねんきん事務所等にお問い合わせください。）。

※上記は現時点での案であり、制度の詳細については、引き続き検討を行う。


